
第４３期 貸借対照表・損益計算書         東京都中央区銀座７－１６－１４ 
平成２３年６月２９日                   ス ト ラ パ ッ ク 株 式 会 社 
                               代表取締役社長  下島 敏男 

（単位：千円）

 流　動　資　産 6,055,032  流　動　負　債 3,348,200

現 金 及 び 預 金 2,485,123 1,510,839

受 取 手 形 1,170,029 535,370

売 掛 金 1,393,597 290,000

商 品 及 び 製 品 463,225 488,696

仕 掛 品 44,472 180,000

原 材 料 317,822 85,586

前 払 費 用 33,354 124,613

繰 延 税 金 資 産 44,390 95,198

未 収 入 金 58,853 37,895

未 収 消 費 税 等 6,797

関係会社短期貸付金 61,415

そ の 他 11,253  固　定　負　債 2,365,758

貸 倒 引 当 金 △ 35,303 250,000

3,604,825 1,922,526

1,188,765 192,962

建 物 424,971 270

構 築 物 5,251 5,713,959

機 械 及 び 装 置 2,223

車 輛 運 搬 具 26,043  株　主　資　本 3,945,587

工 具 器 具 備 品 15,558 資     本     金 615,897

土 地 714,717 資　本　剰　余　金 484,153

59,907 482,273

ソ フ ト ウ エ ア 37,478 1,880

電 話 加 入 権 7,881 利　益　剰　余　金 2,851,371

の れ ん 809 71,700

そ の 他 13,738 2,779,671

2,356,151 別 途 積 立 金 1,274,000

投 資 有 価 証 券 9,712 繰 越 利 益 剰 余 金 1,505,671

関 係 会 社 株 式 1,738,480 自　己　株　式 △ 5,834

関 係 会 社 出 資 金 241,960

関係会社長期貸付金 110,000  評 価 ・ 換 算 差 額 等 310

長 期 前 払 費 用 14,219 310

繰 延 税 金 資 産 45,306

保 険 積 立 金 144,675

そ の 他 59,100

貸 倒 引 当 金 △ 7,303 3,945,898

9,659,858 9,659,858

純 資 産 の 部

 固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

そ の 他

役員退職慰労引当金

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

負 債 の 部資 産 の 部

貸 借 対 照 表
（平成２３年３月３１日現在）

無 形 固 定 資 産

負債及び純資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計

資 産 合 計

資 本 準 備 金

その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

一年内償還予定社債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

そ の 他

長 期 借 入 金

社 債

負 債 合 計



 
 
 
 

(単位：千円）

8,312,071

6,329,207

1,982,864

1,803,860

179,003

48,139

5,377

8,358 61,875

32,170

3,156

6,774

24,380

8,311 74,794

166,084

1,747

400

10 2,158

313

696 1,009

167,232

103,598

△ 21,459 82,139

85,093

損益計算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

そ の 他

特 別 利 益

為 替 差 損

売 上 高

売 上 原 価

受取利息及び配当金

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

社 債 利 息

受 取 賃 貸 料

そ の 他

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 損

特 別 損 失

国 庫 補 助 金 受 贈 益

社 債 発 行 費

償 却 債 権 取 立 益

営 業 利 益

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 売 却 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益



 
 
 
 
 
 

(単位：千円）

利益剰余金

資本準備金
そ 　の　 他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　 　計

利益準備金

平成22年3月31日残高 615,897 482,273 1,880 484,153 71,700

事業年度中の変動額

剰余金の配当 0 0 0 0 0

当期純利益 0 0 0 0 0

自己株式の取得 0 0 0 0 0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

0 0 0 0 0

事業年度中の変動額合計 0 0 0 0 0

平成23年3月31日残高 615,897 482,273 1,880 484,153 71,700

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成22年3月31日残高 1,274,000 1,434,486 2,780,186 △ 5,491 3,874,745

事業年度中の変動額

剰余金の配当 0 △ 13,908 △ 13,908 0 △ 13,908

当期純利益 0 85,093 85,093 0 85,093

自己株式の取得 0 0 0 △ 343 △ 343

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

0 0 0 0 0

事業年度中の変動額合計 0 71,185 71,185 △ 343 70,842

平成23年3月31日残高 1,274,000 1,505,671 2,851,371 △ 5,834 3,945,587

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成22年3月31日残高 564 564 3,875,310

事業年度中の変動額

剰余金の配当 0 0 △ 13,908

当期純利益 0 0 85,093

自己株式の取得 0 0 △ 343

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△ 253 △ 253 △ 253

事業年度中の変動額合計 △ 253 △ 253 70,588

平成23年3月31日残高 310 310 3,945,898

株主資本
合　　　計

資　本　剰　余　金

資　本　金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産
合　 計

利　益　剰　余　金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　　 計

自己株式

株主資本等変動計算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

株　　主　　資　　本

株　　主　　資　　本



個別注記表 
 
１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記  
１－１．資産の評価基準および評価方法  
① 有価証券の評価基準および評価方法 
子会社株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております） 
時価のないもの 移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準および評価方法 
商品 先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定） 
製品・原材料・仕掛品 

月別総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）  
１－２．固定資産の減価償却の方法 

 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 
② 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しております。ただし、自社使用のソフトウエアについては、

社内における見込利用期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成２０年３月３１日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。  
１－３．引当金の計上基準 

 
① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績

率によって計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると

認められる額を「退職給付引当金」または「投資その他の資産（長期前払費

用）」として計上しております。 



③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 
 

１－４．その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の方法 
為替予約については、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を

採用しており、また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。 
② 消費税等の会計処理 
税抜方式を採用しております。 

 
２． 重要な会計方針の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号 

平成２０年３月３１日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第２１号 平成２０年３月３１日）を適用しております。 

なお、それによる損益に与える影響はありません。 

 

３． 貸借対照表に関する注記 

３－１．担保に供している資産 

① 担保に供している資産 

建     物 １２３,９３４千円 

土     地 ３５１,０１９千円 

   計 ４７４,９５３千円 

 

② 担保に係る債務 

一年内返済予定長期借入金 １７９,０４０千円 

長期借入金 １,２９２,８９０千円 

   計                １,４７１,９３０千円 

 

３－２．有形固定資産の減価償却累計額  １,０１９,９３２千円 
 
３－３．保証債務等 

 
 

保証先 金額（千円） 内容

ＳＴＲＡＰＡＣＫ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）
ＣＯＲＰ.,ＬＴＤ.

67,500                借入債務

斯托派克包装机械
（上海）有限公司

44,551                借入債務

サンキュー化成株式会社 22,043                仕入債務

計 134,094               



３－４．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権 ４７１,０２８千円 

長期金銭債権 １１０,０００千円 

短期金銭債務 １９８,２０８千円 
４． 損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 

売上高 １,１７５,８７３千円 
仕入高 １,３５６,８５４千円 
営業以外の取引高    ５３,４４６千円  

５． 株主資本等変動計算書に関する注記 
① 発行済株式の種類および総数に関する事項 

   
② 自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
（注） 普通株式の自己株式数の増加４００株は単元未満株式の買取りによるものでありま

す。  
③ 配当に関する事項 
 
配当金支払額 

 
基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度

となるもの 
 
次のとおり決議を予定しております。 

 
 

 
 

 

（単位：株）

株式の種類
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 2,787,540           -                       -                       2,787,540           

（単位：株）

株式の種類
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 5,900                 400                    -                       6,300                 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

 平成２２年６月２５日
定時株主総会

普通株式 １３,９０８千円 ５.００円
平成２２年
３月３１日

平成２２年
６月２８日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

 平成２３年６月２９日
定時株主総会

 普通株式 利益剰余金 ２７,８１２千円 １０.００円
平成２３年
３月３１日

平成２３年
６月３０日



６． 税効果会計に関する注記 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
未払賞与      ３１,３５９千円 
関係会社株式等評価損       ４,９１２千円 
役員退職慰労引当金      ７８,１４９千円 
減損損失      ４３,３６１千円 
その他      ２４,６８1千円 
繰延税金資産 小計     １８２,４６４千円 

評価性引当額     △９２,５５６千円 
繰延税金資産 合計       ８９,９０８千円 

繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金        ２１１千円 
繰延税金負債合計         ２１１千円 

繰延税金資産の純額      ８９,６９６千円  
７． リースにより使用する固定資産に関する注記 

通信機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使

用しております。 

８．金融商品に関する注記 

８－１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関

からの借入により資金を調達しております。 
受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、経理規程および販売管理規程

に沿ってリスク低減を図ると同時に、取引信用保険により貸倒リスクをヘッジ

しております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につい

ては半期ごとに時価の把握を行っております。 
借入金の使途は運転資金（短期・長期）および設備投資資金（長期）であり、

一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して

支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは経理規程に

従い、外貨建て取引に係る売掛金および買掛金に対する為替予約以外の

取引を行わないこととしております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



８－２．金融商品の時価等に関する事項 
平成２３年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については次のとおりであります。 

 
（注） １． 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１） 現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 
（３） 投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（４） 支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 
（６） 社債並びに（７）長期借入金 
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算出する方法によっております。変動金利による長期借入

金は金利スワップの時価処理の対象とされており（下記（８）参照）、当該金利スワッ

プと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用さ

れる合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。 
（８） デリバティブ取引 
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して

おります（上記（７）参照）。 
２． 非上場株式は市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券 その他有

価証券」には含めておりません。 

 

 

 

 

 

（単位：千円 ）

 貸借対照表
計上額

時価

●資産
（１）現金及び預金 2,485,123     2,485,123     
（２）受取手形及び売掛金 2,563,627     2,563,627     
（３）投資有価証券
その他有価証券 5,212           5,212           

●負債
（４）支払手形及び買掛金 2,046,210     2,046,210     
（５）短期借入金 290,000        290,000        
（６）社債 430,000        421,311        △ 8,689
（７）長期借入金 2,411,222     2,244,835     △ 166,387
●デリバティブ取引
（８）デリバティブ取引 -                 -                 

-                
-                

-                

差額

-                
-                

-                



９．関連当事者との取引に関する注記 

９－１．子会社および関連会社等 

 

（注）１． 製品及び商品の購入および販売については、市場価格を勘案して一般的取引条

件と同様に決定しています。 

２． 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお担保は受け

入れておりません。 
 

９－２．役員および個人主要株主等 

  
（注） 保証料は支払っておりません。 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                １,４１８円７５銭 
１株当たり当期純利益                  ３０円６０銭 

 
１１．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
 
１２．その他の注記 

該当事項はありません。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円）

属性 会社等の名称
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 科目 期末残高

ＳＴＲＡＰＡＣＫ 所有 役員の兼任

ＩＮＣ． 直接 １００％ 製品の販売

所有 役員の兼任

直接 ０.２５％ 製品の販売

間接 ９９.７５％

所有 役員の兼任 商品の仕入(注1) 364,436 支払手形 68,327     

直接 １００％ 商品の購入 買掛金 35,624     

利息の受取（注2） 988 長短貸付金 140,000    

子会社

取引金額

ＳＴＲＡＰＡＣＫ
ＮＶ/ＳＡ

サンキュー化成
株式会社

製品の販売（注１） 446,311 売掛金 126,595    

製品の販売（注１） 421,691 売掛金 138,420    

（単位：千円）

属性
会社等の名称
または氏名

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

取締役 下島 敏男 38.70% 債務保証（注） 1,171,930     - - 

議決権の所有
（被所有）割合


